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日本経済は人口減少・高齢化，膨大な政府債務，市場の閉鎖性などの構造問題を抱えており，これらの問題

を改善・解消しなければ，経済再興は難しい。第二次安倍政権により策定された成長戦略は，国内での構造改

革と対外市場開放を主要な内容としていることから，経済再興への第一歩として期待されたが，成長戦略によ

り既得権を奪われる勢力による反対で，十分には実施されていない。日本も含めて世界の多くの国々は，関

税貿易一般協定（GATT）や GATT を継承した世界貿易機関（WTO）の下で実施された多角的貿易自由化に

より，市場開放・国内構造改革を進め，高い経済成長を実現してきたが，近年，WTO 加盟国の急増などによ

り，多角的貿易自由化が進んでいない。そのような状況の中，特定の国の間で貿易を自由化する自由貿易協定

（FTA）を締結する国が増えており，日本も積極的に FTA を締結してきた。近年では，多くの国々が参加す

るメガ FTA 構築への関心が高まり，現在，環太平洋パートナーシップ（TPP），東アジア地域包括的経済連

携（RCEP）などのメガ FTA が交渉中である。日本にとっては，これらのメガ FTA に積極的に参加するこ

とで，構造改革・市場開放を推進させることが，経済再興への有効な手段となる。

Ⅰ　はじめに

日本経済は 1990 年代初めのバブル崩壊以

降，20 年以上にわたって低成長に喘いでいる。

2012 年末に発足した第二次安倍晋三政権によ

る「三本の矢」戦略（「大胆な金融政策」，「機

動的な財政政策」，「民間投資を喚起する成長戦

略」）の初めの二つの矢が放たれた結果，功を

奏して日本経済は上向き始めた。しかし，日本

経済の再浮上は持続せず，再び低成長に逆戻り

してしまった。低成長への回帰の原因として
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は，2014 年４月の消費税引き上げや世界経済

の低迷などがあるが，日本経済が抱える人口減

少・高齢化，膨大な政府債務，対外経済関係で

の閉鎖性といった構造問題に対して適切な政策

が実施されていないことが大きい。第三の矢で

ある成長戦略は，対外市場開放と国内での構造

改革の推進を主要な内容としていることから，

構造問題に対して有効な政策であると思われる

が，これらの政策により既得権を奪われる勢力

による反対で，実施されていない。

第二次大戦後の日本や近年における東アジア

諸国の高成長は対外市場開放と国内構造改革に
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あたっての具体策を提示する。

Ⅱ　日本経済の再興を阻む構造問題

日本経済は 1950 年代後半から 70 年代初めに

かけては，年平均 10％以上の高成長を実現し

た（図１）。その後，二度のオイルショックや

急激な円切り上げなどを経験し，さらには，高

成長により高度発展水準を達成したことから，

さらなる成長が難しくなり，成長率は鈍化し

た。但し，そのような状況にあっても 90 年代

初めまでは，年平均５％前後の先進国としては

比較的に高い成長率を記録していた。90 年代

初めにバブル経済が崩壊し，その後は，年平均

数パーセントの低成長が続いている。低成長の

原因としては，マクロ経済政策の失敗に拠ると

ころが大きいと思われるが，根底には，様々な

構造問題が存在する。これらの構造問題を克服

しなくては，明るい将来は実現できない。図１

から明らかなように，日本の低成長率とは対照

的に，東アジア発展途上諸国は高成長を持続さ

せている。本節では，日本経済の再興を阻んで

いる構造問題を検討する。

最も深刻な構造問題は人口の減少と高齢化で

拠るところが大きいが，その背景には，関税と

貿易に関する一般協定（GATT）や GATTを

発展的に継承した世界貿易機関（WTO）の下

での多角的貿易自由化政策の実施があった。し

かし，1990 年代以降，加盟国の増加や新興国

の台頭などによって GATTやWTOの下での

多角的貿易自由化交渉の進展が難しくなった

ことから，同じような考えを持つ国々の間で

貿易自由化を実現する自由貿易協定（FTA）

の設立が進んだ。当初，FTAは二国や少数の

国々の間で設立されていたが，21 世紀に入る

と，多くの国々をメンバーとするメガ FTAが

交渉されるようになった。メガ FTAの定義は

定まっていないようであるが，現時点では，

去る 10 月 5 日に交渉が大筋合意に至ったアジ

ア太平洋経済協力（APEC）に属する日本や

米国など 12 カ国による環太平洋経済連携協定

（TPP），現在，交渉中である，日本や中国など

東アジア 16 カ国による東アジア地域包括的経

済連携（RCEP），日本と欧州連合（EU）によ

る日 EU・FTA，米国と EUによる環大西洋貿

易投資パートナーシップ（TTIP）などが代表

的なメガFTAである。

上述したような日本経済の現状と国際経済環

境を踏まえて，本稿では日本経済再興の方策を

考察する。分析からは，日本経済の再興にあ

たっては，対外開放と国内構造改革の推進が必

要であり，そのためには，メガ FTAに積極的

に関与することが有効な政策であることが明ら

かになる。以下，第Ⅱ節では，日本経済の直面

する構造問題を検討し，第Ⅲ節では，アジア太

平洋地域を中心として，メガ FTAの動向を概

観する。第Ⅳ節では，日本経済再興にあたって

のメガ FTAの役割・意義について分析し，第

Ⅴ節では結論として，日本のメガ FTA推進に

図１　日本と東アジア発展途上諸国の経済成長

（出所）World Bank, World Development Indicators on line.
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ある。経済成長は供給面と需要面の要因の相互

作用により実現するが，人口に関しては，これ

らの両面で厳しい状況にある。供給面でみると

経済成長の実現には，労働投入の増加，資本投

入の増加，あるいは生産性の上昇が必要である

が，人口減少と高齢化は労働投入と資本投入の

増加を難しくしている。日本の人口は 2005 年

に減少し，2006 年には一時的に増加するが，

2007 年から継続的に減少している（図２）。国

立社会保障・人口問題研究所による推計では，

現在の１億 2000 万人強の人口が 2048 年には

１億人を切り，2060 年には 8700 万人を切ると

している１）。他方，労働力人口は 1995 年から

減少しており，今後も継続的に減少することが

予測されている。人口減少を逆転させることが

できなければ，女性や高齢者の就労を促すか，

外国人労働者を受け入れなくては，労働投入の

増加は難しい。

資本投入の増加には国内貯蓄あるいは海外か

らの投資が必要であるが，日本の国内貯蓄は高

齢化の進展などにより減少しており，また，海

外からの資本流入も日本経済の将来が不透明な

ことから低迷している。国内総貯蓄率は 1990

年には 33.7％と先進諸国の中でも高い値を記

録していたが，継続的に低下し，2013 年では

18.3％になっている２）。貯蓄率を部門別にみる

と，家計の貯蓄率は 90 年代初めには 10％を超

えていたが，その後，大きく低下し，2013 年

にはマイナスになってしまった３）。また，政

府貯蓄は，後述するように，慢性的な財政赤字

に表れているように，マイナスが続いている。

家計貯蓄や政府貯蓄とは対照的に企業貯蓄は，

高収益に支えられてプラスとなっている。

日本経済の将来において労働投入および資本

投入の増加が期待できそうもないが，そのよう

な状況で経済成長を実現するには，生産性を上

昇させなければならない。生産性の指標として

は，労働投入および資本投入の変化を考慮した

「純粋な」生産性である全要素生産性（TFP）

が適切であるが，TFP の計測は容易ではない

ことから，ここでは，計測の比較的容易な労働

生産性を用いて，議論を進めよう。表１には，

OECD 加盟 34 カ国の労働生産性の 2013 年に

おける推計値が示してある。日本は 73,270 ド

ルで 22 位であり，OECD平均の 84,609 ドルを

大きく下回っている。１位はルクセンブルグ

で，労働生産性は 127,930 ドルであり，日本の

労働生産性は，ルクセンブルグの値の６割弱で

しかない。因みに日本の順位は 2000 年代初め

からほとんど変化がない。2013 年に関しては，

米国は３位，ドイツが 15 位，韓国は 24 位など

となっている。日本の労働生産性が低いことが

明らかになったが，このことは，労働生産性を

向上させる余地があることを示唆している。

人口動態については，需要面からみても経済

成長は期待できない。人口減少と低成長率によ

り消費は伸びず，将来の消費が伸びそうもない

図２　日本の人口

（出所）総務省統計局統計調査部国勢統計課「国勢調査報告」
「我が国の推計人口」「人口推計年報」および国立社会
保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成 24
年 1 月推計）中位推計」
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ことから，設備投資は低迷している。また，政

府は国内総生産（GDP）の２倍以上にものぼ

る膨大な債務を抱えていることから実需につな

がるような支出の拡大は難しい（図３）。政府

債務の拡大と高齢化の急速な進展による社会保

障や医療に対する公的支出の増大は深刻な構造

問題であり，この問題が解決されなければ，経

済成長の可能性は益々小さくなってしまう。

日本経済および市場の閉鎖性も日本経済の成

長を阻害する深刻な構造問題である。1990 年

代以降における世界経済の特徴的な動きとし

て，ヒト，モノ，カネ，情報が世界大で活発に

移動するようになった経済のグローバリゼー

ションの進展がある。グローバリゼーションに

よって与えられたビジネスチャンスを的確にと

らえることで，経済成長を実現させることがで

きる。実際，中国などの新興国は，活発な貿易

および投資を通じて，高成長を実現してきた。

輸出の拡大は生産の拡大を促すだけではなく，

効率的な生産を可能にすることで，経済成長を

実現する。また，輸出拡大は海外から生産に必

要な原材料や優れた技術を体化した機械や設備

の輸入を可能にすることで，経済成長を推進す

る。対外および対内直接投資も，経済成長に貢

献する。企業は対外直接投資を行うことで，所

有する労働や資本などの生産要素の効率的使用

が可能になる。実際，多くの日本企業は対外直

接投資を活用して，生産ネットワークやサプラ

イチェーンを構築し，原材料および部品の調達

図３　政府債務・GDP 比率

（注）一般政府
（出所）財務省，https://www.mof.go.jp/tax_policy/summary/ 

condition/007.htm#top

表１　OECD 諸国の労働生産性：2013 年

順位 国名 労働生産性

1 ルクセンブルグ 127,930 
2 ノルウェー 127,565 
3 米国 115,613 
4 アイルランド 105,781 
5 ベルギー 99,682 
6 スイス 97,238 
7 フランス 94,656 
8 イタリア 91,540 
9 豪州 90,572 
10 オーストリア 89,603 
11 デンマーク 89,322 
12 スウェーデン 88,765 
13 スペイン 87,369 
14 オランダ 87,195 
15 ドイツ 86,385 
16 カナダ 85,437 
17 フィンランド 84,691 
18 ギリシャ 78,317 
19 英国 78,062 
20 イスラエル 76,530 
21 アイスランド 74,589 
22 日本 73,270 
23 ニュージーランド 68,559 
24 韓国 66,393 
25 スロベニア 64,365 
26 スロバキア 60,702 
27 ポルトガル 60,021 
28 チェコ 58,273 
29 ハンガリー 57,491 
30 ポーランド 57,465 
31 トルコ 55,848 
32 エストニア 53,404 
33 チリ 49,583 
34 メキシコ 40,716 

OECD平均 84,609 

（注）購買力平価換算米ドル。
（出所）公益財団法人 日本生産性本部「日本の生産性動

向 2014 年 版 」http://www.jpc-net.jp/annual_trend/
annual_trend2014_5.pdf　アクセス日2015年10月10日。
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や製品の販売を効率的に行うことで，収益を上

げている。他方，対内直接投資の受け入れは，

受入国に様々なメリットをもたらす。対内直接

投資の流入は，投資の拡大を通して，経済成長

を実現する。また，対内直接投資は外国企業の

持つ優れた技術や経営ノウハウの投資受入国へ

の移転を推進することで，生産性の向上に貢献

する。

これらの議論から，貿易や直接投資などの対

外経済活動を拡大させることが，経済成長に寄

与することが明らかになった。日本は，他の

国々と比べて，グローバリゼーションによって

与えられるビジネスチャンスをうまく捉えてい

るのだろうか。表２には，APEC加盟 21 カ国・

地域について，2013 年における貿易（輸出お

よび輸入）・GDP比率，直接投資残高（対外お

よび対内直接投資）・GDP 比率が示されてい

る。日本の輸出・GDP 比率および輸入・GDP

比率は，各々，17.5%，20.2%で，APEC 平均

の 25.1%，26.0%よりも低い。日本の数値より

も低い数値を示している国は，輸出・GDP 比

率では米国のみ，輸入・GDP 比率では，豪州

と米国である。一方，日本の対外直接投資残

高・GDP 比率および対内直接投資残高・GDP

比率は，各々，20.1%，3.5%で，APEC 平均の

29.2%，27.6%よりも低い。特に，対内直接投資

残高・GDP比率が極めて低く，AEPC加盟国・

地域の中で最も低い値を示している。これらの

観察結果は，日本はグローバリゼーションの進

展によって拡大している諸外国とのビジネス

チャンスをうまく捉えていないことを示してい

る。

日本経済の置かれている状況が極めて厳しい

ものであり，現状を維持するだけでは，日本経

済の将来は悲観的にならざるを得ない。そのよ

うな状況から脱し，将来において経済的繁栄を

実現させるには，市場開放と構造改革を進める

ことで，経済活動を活発化させ，生産性を向上

させなければならない。また，将来，高成長が

予想されるアジア太平洋諸国との経済交流を

活発化させることも有効である。このような

目的を実現させる一つの重要な政策がTPP や

RCEPなどのメガFTAへの参加である。

Ⅲ　メガ FTA の登場４）

特定の国との間で貿易を自由化する自由貿易

協定（FTA）は 1990 年代以降急増している。

表２　APEC 加盟国・地域の対外経済活動
　　　（対 GDP 比率，％，2013 年）

輸出 輸入

対外
直接
投資
残高

対内
直接
投資
残高

豪州 19.5 19.5 31.2 39.1 
ブルネイ ... ... 0.8 85.0 
カナダ 29.4 31.7 40.3 35.4 
チリ 32.2 34.1 36.5 77.2 
中国 26.1 24.7 6.6 10.3 
香港 244.0 248.5 490.4 523.6 
インドネシア 23.5 25.4 1.8 26.5 
日本 17.5 20.2 20.1 3.5 
韓国 51.5 47.6 17.9 13.7 
マレーシア 85.6 80.1 43.2 46.6 
メキシコ 31.7 33.3 11.4 30.8 
ニュージーランド 28.3 27.9 10.1 46.0 
パプアニューギニア 41.0 63.4 2.0 26.5 
ペルー 23.9 25.1 1.9 34.7 
フィリピン 28.8 29.2 4.9 12.0 
ロシア 28.0 22.1 23.4 26.8 
シンガポール 178.7 168.3 174.9 294.2 
台湾 69.8 60.9 50.2 13.0 
タイ 74.1 78.9 14.3 45.4 
米国 13.4 16.5 37.5 29.2 
ベトナム 83.1 84.6 ... 47.8 

APEC 平均 25.1 26.0 29.2 27.6 
世界平均 31.0 30.8 35.6 34.2 

（資料）APEC, StatsAPEC, http://statistics.apec.org/
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GATT・WTOに報告されたFTAの累計数は，

1949 年から 1990 年までは 86 であったが，95

年には 179 へと急増し，その後も同じような速

度で増加し，2015年4月6日時点では615となっ

ている。但し，FTAの中には他の FTAとの

統合などで失効しているものも多く，活動中の

FTAは 406 となっている５）。

1990 年以降の FTA急増には，様々な要因が

ある。第一の要因としては，GATTの下で行

われていた多角的貿易自由化交渉であるウルグ

アイ・ラウンドが，暗礁に乗り上げていたこと

がある。そのような状況の中で，経済成長を実

現するために輸出拡大に関心を持つ国々が同じ

ような考えを持つ国々と FTAを締結するよう

になった。1995 年に GATTを発展的に継承し

たWTOが設立されたが，なかなか多角的交

渉が始まらず，2001 年になってやっと開始さ

れたドーハ・ラウンドも，ほとんど進んでいな

い。そのような状況の下で，FTAの増加傾向

が続いている。

FTAの持つ差別的性格が FTA急増の一つ

の要因でもある。FTAから除外された国は，

輸出市場において差別されることから，輸出

機会が縮小してしまう。そのような不利な状

況を克服するために，FTAから除外された国

は既存の FTAに加盟するか，あるいは新たに

FTAを設立するような行動にでる。その結果，

FTAが増加する。このようなプロセス（ドミ

ノ効果）が作動したことで，FTAは急増した。

WTOでの交渉が順調に進んでいたとして

も，様々な国々が FTAへの関心を高める理由

がある。近年，多くの国々における経済活動の

自由化政策の実施，技術進歩や規制緩和による

輸送および通信などに掛かるコストの低下など

によって，ヒト，モノ，カネ，情報が国境を越

えて，世界レベルで活発に移動するようになっ

てきている。しかしながら，WTOでは，サー

ビス貿易や投資などの一部に対するルールは設

定されているが，基本的にはモノの貿易に関す

るルールの設定と管理に留まっている。そこ

で，投資，知的財産権，競争政策などにおける

ルール設定に関心のある国々は，FTAを用い

てルール設定を行うようになっている。

21 世紀に入るまでに設立された FTAの多

くは，二国間あるいは少数の複数国間のもの

であった。そのような中で，欧州，北米，ア

ジアの三地域においては地域レベルの FTA

が形成されてきた。欧州諸国による欧州連合

（EU）６），北米の米国，カナダ，メキシコによ

る北米自由貿易協定（NAFTA），東アジアで

の東南アジア諸国連合（ASEAN）諸国による

ASEAN自由貿易地域（AFTA）である。

21 世紀に入ると，アジア太平洋地域を中心

として，メガ FTA構想が議論されるようにな

り，2010 年以降にそれらを実現させるための

交渉が開始されるようになった。2006 年にア

ジア太平洋経済協力（APEC）に属する，シン

ガポール，ニュージーランド，チリ，ブルネイ

によるFTAである P4（後にTPPに名称変更）

が設立された。同年，米国によりAPEC 加盟

エコノミーを構成メンバーとするアジア太平

洋自由貿易圏（FTAAP）構想が提案された。

2010 年になると，当初のTPP よりも包括的な

内容を持つFTAを目指して拡大TPP交渉が，

米国，豪州，ペルー，ベトナムが新たに加わる

形で開始された。その後，マレーシア，カナダ，

メキシコ，日本が交渉に加わった。同交渉は，

2015 年 10 月５日に大筋合意に至った。

東アジアではASEANをハブとしてASEAN

と中国，日本，韓国，インド，豪州・ニュージー
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ランドなどの６カ国が各々締結している，５つ

の複数国間 FTA,（所謂，ASEAN+1-FTA）

が形成され，それらを束ねるような形の東ア

ジア地域包括的経済連携（RCEP）協定の交渉

が 2013 年 5 月に開始され，現在，交渉中であ

る。日本とEUとのメガ FTAは，2013 年 5 月

に交渉が開始され，現在，交渉中である。米国

とEUのFTAは，環大西洋貿易投資パートナー

シップ（TTIP）という名称の下で 2013 年 7 月

に交渉が開始され，現在交渉中である。

メガ FTA設立の一つの共通する経済的動機

は，二国間あるいは複数国間の FTAの増加が

貿易制度を複雑化し，その結果として，企業に

よる貿易や投資の障害になりつつある状況に対

して，多くの国々を対象とした統一市場・経済

を構築することで，貿易・投資を促進すること

である。特に，生産ネットワーク・サプライ

チェーンを地域内で広範にわたって構築し，効

率的に運用することに強い関心を持つ多国籍企

業にとっては，メガ FTAにより整備される開

放的かつ自由なビジネス環境は極めて重要であ

る。

TPP については大筋合意に至ったというこ

とから，協定の内容について，かなり報道され

るようになったことで，明らかになりつつあ

る。他方，RCEP，日 EU・FTA，TTIP につ

いては，交渉中であることから，それらの内容

は固まっていない。そのような事情から，以下

では，TPP の内容について特徴的なものを中

心に紹介し，他のメガ FTAについては，限ら

れた情報を基に，予想される内容について大ま

かにみることにする。

TPP は 30 章により構成されており，各章で

は物品市場アクセス，原産地規則，貿易円滑化，

貿易救済，衛生植物検疫（SPS）措置，貿易の

技術的障害（TBT），投資，サービス，ビジネ

ス関係者の一時的な入国，電子商取引，政府調

達，競争政策，国有企業及び指定独占企業，知

的財産，労働，環境，競争力及びビジネスの円

滑化，環境，開発，中小企業，規制の整合性，

透明性及び腐敗行為の防止，紛争解決などの項

目が扱われ，モノ，サービス，投資の自由化だ

けではなく，幅広い分野でのルール構築を含ん

でいる７）。

モノの貿易自由化では，原則としてすべての

関税を撤廃する極めて高度な自由化を目標に交

渉が開始されたが，日本や米国などによる強い

抵抗ですべての関税を撤廃することはできな

かった。直接投資では，設立段階における内国

民待遇および最恵国待遇の適用，投資制限分野

の特定化でのネガティブリスト方式の採用，さ

らには設立にあたってのパフォーマンス要求の

禁止などが含まれたことで，高い水準の自由化

が実現した。

ルール分野での特筆すべき取り決めとしては

以下のものが含まれる。原産地規則では，12

カ国内で統一された規則および完全累積制度の

採用などがある。政府調達については，内国民

待遇および無差別原則を核とし，関連する情報

を適時に公表すること，国有企業及び指定独占

企業については，それらの企業が他のTPP 締

約国の企業，物品およびサービスを差別しない

ことが合意されている。環境では，高い水準の

環境の保護および効果的な環境法令の執行の推

進などが含まれている。中小企業章では，各国

経済で大きな位置を占める中小企業がTPP に

よるメリットを享受できるように，情報の提供

など様々な形で支援を提供することを謳ってい

る。規制の整合性については，TPP 参加国に

おいて整合性のある規制への取り組みを達成す
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るため，各政府による調整を奨励することによ

り，開かれた，公正かつ予測可能な規制に関す

る環境を確保することを支援するとしている。

TPPの背景には，環境，サプライチェーン，

インターネットとデジタル経済のように，新

しく現出してきた「21 世紀の課題」に関して

WTOでは扱われていない分野や，貿易自由化

のようにWTOで扱われていても十分には対

応できていない課題に対して，効果的に対応す

ることが重要であるという認識がある。また，

TPP はアジア太平洋地域における地域統合の

プラットフォームとして計画されており，同地

域の国・地域を追加的に取り込むことを意図し

ている。

RCEPは東アジアにおいて近代的，包括的，

高品質かつ相互に利益を享受できるような経済

連携協定になることを目標としている８）。取

り扱われる分野としては，財およびサービス貿

易，投資，経済・技術協力，知的財産，競争，

紛争解決，その他となっており，TPP と比べ

ると範囲は狭い。また，財貿易や投資の自由化

については，TPP ほど高水準な目標は立てな

いようである９）。但し，TPPと同様に，RCEP

の設立にあたってはサプライチェーンの構築と

円滑な活用を促すことが重要であるという認

識がある。RCEPでは交渉メンバーにカンボジ

ア，ラオス，ミャンマーなどの発展途上国が含

まれていることから，経済・技術協力の重要性

が強調されている。RCEP は，2015 年末まで

に設立が予定されているASEAN 経済共同体

（AEC）を拡大するような枠組みとして捉えら

れており，ASEANが中心的な役割を担うこと

が期待されている。

日 EU・FTAは関税撤廃や投資ルールの整

備を通じて両地域間の貿易および投資を活発化

し，雇用創出や企業の競争力強化を通じて，経

済成長に貢献することを目的としている10）。

より具体的な主要な動機としては，日本側から

は日本の主要な輸出品である自動車や電子製品

に対して EUが課している関税の撤廃，EU側

からは日本における非関税障壁の削減・撤廃や

公共調達市場（特に，鉄道や電力など）の開放

がある11）。

TTIP は EUと米国という大きな経済を結び

つけることによって，両経済の活性化および拡

大を実現することで，雇用の機会を創出すると

共に消費者の利益を増大することを目的とした

取り決めである12）。これらの目的を実現する

ために，市場アクセス，規制事項，ルールの３

分野で交渉が行われている。市場アクセスで

は，すでにかなり開放されている両市場をさら

に開放する。規制事項に関しては，不必要な規

制を撤廃すると共に規制の互換性などを実現す

るために協力を進める。ルール分野では，世界

のルールになるような模範的なルール構築を目

指している。EUと米国の経済的関係は歴史も

長く極めて緊密化されているが，それぞれで異

なった規制やルールが確立されている分野も多

く，両者にとって満足できる共通の規制やルー

ルを構築するのは容易ではないという見方が少

なくない。

Ⅳ　日本経済再興とメガ FTA

メガ FTAの日本経済再興への効果に関する

分析を進める前に，日本の関与する FTAの現

状について概観しておこう。現時点（2015 年

10 月）において，日本は 14 の FTAを発効さ

せており，TPP13），RCEP，日 EU・FTA な

どのメガ FTA などを含めて多くの FTA 交
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渉を進めている（表３）。日本の発効している

FTAは，他の国々と比べて，数では多いが，

日本の貿易に占める FTA相手国との貿易の

割合（FTA カバー率）は低い。2015 年 7 月

時点でみると，日本の FTAカバー率は 22.3％

であり，米国（40.1％），韓国（41.1％），豪州

（44.1％）などよりも低い14）。因みに，カナダ

（71.8％），メキシコ（81.0％），チリ（90.9％），

シンガポール（77.2％）などの TPP 参加国

の FTA カバー率は極めて高い。他方，中国

（18.7％），インド（17.2％）は日本の FTA カ

バー率よりも低い。日本の低い FTAカバー

率の背景には，日本は大きな貿易相手国とは

FTAを発効させていないという事情がある。

ジェトロの推計によると，現在交渉中のメガ

FTA（TPP，RCEP，日 EU・FTA）が発効し

たならば，日本の FTAカバー率は 73.3％へと

大きく上昇する。このことは，メガFTA発効

は貿易を通して日本経済に大きな影響を与える

可能性があることを示している。

日本のこれまでに発効させてきた FTAは貿

易・投資の自由化や競争，ビジネス環境整備，

協力などを含む包括的な内容となっているが，

貿易自由化に関しては，他の先進諸国の発効

させている FTAと比べて低水準である。品目

ベースの自由化率（10 年以内に関税撤廃を行

う品目の全品目に占める割合）でみると，日

本の発効済み FTAにおける日本側の自由化

率は，80％台後半であり，90％に達している

FTAはない15）。一方，米豪 FTAでは，豪州

は 100％，米国は約 95％（将来的に実質的に自

由化されるものも含めれば 99％），米韓 FTA

では，米国は約 99％，韓国は約 98％であり，

日本の FTAでの自由化率が低いことがわか

る。日本の FTAでの自由化率が低い理由は，

多くの農産品を関税撤廃の例外としているか

らである。以下では，上述したような日本の

FTAの現状を踏まえて，メガ FTAの日本経

済への影響を考察することにしよう。

日本経済の直面する人口減少・高齢化，膨大

な政府債務，市場の閉鎖性などの構造問題への

対応としては，生産性の向上や対外経済活動の

拡大などが有効な処方箋であることを第Ⅱ節で

議論した。これらの処方箋を実施するにあたっ

ては，メガ FTAへの参加は極めて有効な手段

である。日本企業は，メガ FTAによる貿易・

表３　日本の FTA：2015 年 10 月時点

相手
国・地域

交渉開始
年月

調印
年月

発効
年月

発効済み シンガポール 2001年1月 2002年1月 2002年11月
メキシコ 2002年11月 2004年9月 2005年3月
マレーシア 2004年1月 2005年12月 2006年7月
チリ 2006年2月 2007年3月 2007年9月
タイ 2004年2月 2007年4月 2007年11月
インドネシア 2005年7月 2007年8月 2008年7月
ブルネイ 2006年6月 2007年6月 2008年7月
ASEAN 2005年4月 2008年4月 2008年12月
フィリピン 2004年2月 2006年9月 2008年12月
スイス 2007年5月 2009年2月 2009年9月
ベトナム 2007年1月 2008年12月 2009年10月
インド 2007年1月 2011年2月 2011年8月
ペルー 2009年5月 2011年5月 2012年3月
豪州 2007年4月 2014年7月 2015年1月

調印済み モンゴル 2012年6月 2015年2月

交渉中 韓国 * 2003年12月*
湾岸協力会議
（GCC） 2006年9月**

カナダ 2012年11月
コロンビア 2012年12月
日中韓 2013年3月
EU 2013年4月
RCEP 2013年5月
TPP 2013年7月***
トルコ 2014年12月

（注）* 韓国との FTA交渉は 2004 年 11 月より中断。
**2010 年に交渉延期。
***TPP 交渉は 2010 年 3 月に開始，日本の参加が 2013
年 7 月，2015 年 10 月大筋合意。

（出所）外務省資料。
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投資政策の自由化と知的財産権や政府調達など

に関するルール構築・整備によって開放される

と共に整備されるメガ FTA参加国市場への輸

出や直接投資を拡大させることが可能になる。

輸出の拡大は生産増加と生産性向上をもたらす

一方，直接投資の拡大は生産性向上を可能に

する。メガ FTAは，これらのメカニズムを通

して，日本企業，ひいては日本経済の成長を促

す。特に，メガ FTAにおいて原産地規則につ

いて完全累積制度が採用されれば，日本企業に

とっては，生産ネットワークの構築および効率

的運用が推進されることで，大きな利益を獲得

することができる。

日本企業の近年における海外展開の一つの特

徴的戦略として，対外直接投資によって設立し

た海外拠点（海外現地法人）において高い収益

を上げ，それらの収益の一部を日本に還流さ

せ，研究開発に用いて新製品や新技術の開発を

進めるというメカニズムの形成が挙げられる。

メガ FTAによって日本企業の海外でのビジネ

ス環境が整備されれば，海外での収益が増加

し，上述したようなメカニズムが拡大し，日本

企業・日本経済の競争力の向上が期待できる。

日本企業がメガ FTAにより期待できるメ

リットについて，一般的な議論をしてきたが，

以下では，内容がほぼ固まったTPP を取り上

げて，日本企業へのメリットをみることにす

る。TPP では，高レベルの貿易・投資自由化

が実現することから，日本企業は輸出および直

接投資を拡大させることができる。TPP では

政府調達，国有企業，知的財産権など国際的な

ルールが十分には整備されていない分野におけ

るルール作りが含まれていることから，日本企

業にとっては，開放された，公正かつ透明性

の高いビジネス環境での事業展開が可能にな 

る16）。政府調達に関しては，WTOで政府調達

協定（GPA）が発効しており，日本も同協定

に参加しているが，WTOの全加盟国が同協定

に参加しているわけではない。TPP 交渉国の

中では，米国，カナダ，シンガポール，ニュー

ジーランドが政府調達協定締約国であり，その

他の国々は同協定には参加していない。した

がって，TPP が発効すれば，日本企業は豪州

やマレーシアなど上記４カ国以外のTPP 交渉

国の政府調達市場に参入することが可能になる。

国有企業に関する取り決めでは，原則とし

て，外国企業に対して国有企業と対等な競争条

件を確保されることが規定されている。これら

の規定により，日本企業がマレーシアやベトナ

ムなどの国有企業が優遇され，経済で大きな位

置を占めている国々に進出する際には，これま

でのような不利な状況が解消される。知的財産

権については，特許や著作権などの知的財産権

を保護するルールが策定され遵守されるように

なることで，模倣品などにより大きな被害を受

けている日本企業は，そのような被害から解放

され，収益が上昇すると共に海外での事業展開

が容易になる。

日本企業による海外投資の拡大は，日本企業

および日本経済にメリットをもたらすことを議

論してきたが，それらを受け入れる投資受入国

にとっても，投資資金の流入，生産ネットワー

クへの参加，技術や経営ノウハウの吸収などを

通じて，経済成長が期待できる。投資受入国の

経済成長は，その国への日本企業による輸出と

直接投資を誘発し，日本と投資受入国のさらな

る成長が実現する。つまり，貿易と投資を媒介

とした経済成長を推進する好循環が形成される

のである。

メガ FTAの日本企業による海外活動の拡大
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を通じての日本経済再興を議論してきたが，メ

ガ FTAは日本市場開放を通じて日本経済再興

に貢献することも期待されている。市場開放

は，保護されていた非効率部門での生産と競合

する輸入を拡大させることで，労働や資本など

の生産要素を保護されていた分野から効率的な

分野へ移動させることから，経済成長を推進す

る。人口減少・高齢化に直面している日本にお

いては，限られた労働や資本を無駄に使う余裕

はなく，効率良く使わなければならない。ま

た，市場開放は輸入増加による競争圧力の増大

により国内企業の効率改善や新商品・技術など

の開発を促すことから，日本企業の競争力を向

上させ，日本経済再興を推進する。さらに，日

本企業の競争力の向上は，日本の輸出拡大を可

能にすることで，日本経済再興に貢献する。但

し，市場開放による経済再興の実現には，上述

したような生産要素の部門間移転を推進するよ

うな国内での構造改革の実施が不可欠である。

これまで日本が発効させてきた FTAでは，

保護されている農業分野の開放は見送られてき

たことから，日本国内での市場開放による経

済再興効果は実現しなかった。TPP では，こ

れまで農業分野で関税を撤廃させたことのな

い 834 品目のうち，オレンジやハム，はちみつ

など 395 品目の関税が撤廃されることになっ 

た17）。これらの分野については，市場開放に

よる経済再興効果が期待できるが，農業分野で

大きな位置を占める米，麦，牛・豚肉，乳製品，

砂糖などの「重要５項目」については，保護が

継続されることから，日本経済再興を推進する

ような効果は生じないであろう。保護の継続

は，価格低下を阻害することから，市場開放に

よる消費者（最終消費者だけではなく，重要５

項目を原材料として生産を行っている食品製造

業者）への利益は実現されない。この「被害」

は低所得者に対して特に深刻である。

Ⅴ　メガ FTA 推進による日本経済再興
に向けて

日本経済は，人口減少・高齢化，膨大な政府

債務，市場の閉鎖性など深刻な構造問題を抱え

ており，これらの問題を解決しなくては，将来

の明るい姿は見えてこない。これらの構造問題

を克服する一つの有効な手段として，TPP，

RCEP，日 EU・FTA などのメガ FTA の活

用がある。去る 10 月 5 日に，５年半に及んだ

TPP 交渉は大筋合意に至ったが，TPP 発効に

は，TPP 交渉参加国による批准が必要なこと

から，TPP による日本経済再興効果の出現に

は，まだ時間がかかる。また，TPP の日本経

済再興効果としては，TPP諸国における貿易・

投資自由化および経済ルールの構築・整備によ

る日本企業の海外での活動の拡大を通じての効

果は期待できるが，農産品重要 5項目への保護

は継続されることから，日本市場の開放による

日本経済再興効果は期待できない。

日本経済の本格的な再興には，RCEP，日

EU・FTAなどのメガ FTAを早急に設立させ

ると共に，農業分野の市場開放を進めなければ

ならない。TPP が大筋合意に達したことで，

RCEP，日 EU・FTAなどの交渉は加速される

であろうが，日本は積極的に交渉を先導しな

ければならない。また，現時点ではTPP に参

加していない韓国，タイ，中国などの国々が

将来TPP に参加できるように，働きかけるこ

とも重要である。さらに，APEC 加盟国・地

域をメンバーとするアジア太平洋自由貿易圏

（FTAAP）の設立を目指すべきである。将来
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メガ FTA と日本経済再興

には，活動中のFTAは 264 である。
６）EU は FTA ではなく関税同盟である。また，現時点で
EU加盟国は 28 である。

７）TPPの合意内容についての情報は，内閣官房TPP対策本
部（2015a・2015b）から入手した。

８）ASEAN 事務局，Guiding Principles and Objectives 
for Negotiating the Regional Comprehensive Economic 
Partnership （2012 年 8 月）。
９）新聞報道によると，関税撤廃の割合を示す自由化率は 80%
を目標にするようである。日本経済新聞，2015 年 8 月 24 日。

10）外務省ホームページを参照。http://www.mofa.go.jp/
mofaj/files/000013819.pdf

11）ジェトロ (2015) などを参照。
12）TTIP については，例えば，マサラン（2014）などを参照
のこと。また，交渉結果については，ジェトロがレポートを
ホームページに掲載している。

13）TPP交渉は 2015 年 10 月 5 日に大筋合意に至った。
14）ジェトロ (2015) を参照。
15）経済産業省 (2015) を参照。
16）内閣官房TPP対策本部（2015a・2015b）を参照。
17）朝日新聞デジタル，2015 年 10 月 9 日，http://www.asahi.
com/articles/ASHB83HSHHB8ULFA00L.html および農林水
産省（2015）。
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的には，FTAAPと TTIP を統合させる形で，

世界大での自由貿易圏構築が望ましい。

メガ FTAを活用して日本経済再興を効果的

に進めるには，日本の農業部門の自由化が大き

な課題であるが，その目的の実現にあたって

は，様々な政策・措置が考えられる。具体的に

は，ある程度の時間をかけて段階的に自由化を

進めること，自由化により被害を受ける労働者

に対して人的能力を向上させ，新たに生産的な

職に就けるような支援（貿易調整支援）を提供

することなどが有効であろう。さらには，農地

の集約・規模拡大，農業部門の６次産業化など

既に政府が目標を立てて進めようとしている農

業改革の確実な実施が重要である。これらの政

策を迅速に実施するには，日本経済の将来のあ

るべき姿を見据えた政治の強いリーダーシップ

が不可欠である。
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（平成 24 年 1 月推計）中位推計」http://www.ipss.go.jp/
syoushika/tohkei/newest04/sh2401smm.html
２）World Bank, World Development Indicators on line.
３）齋藤（2015）を参照。
４）メガFTAについては，浦田（2015）を参照。
５）WTOホームページ参照。https://www.wto.org/english/
tratop_e/region_e/regfac_e.htm

　これらの数字は厳密には，FTAと関税同盟を合わせた地域
貿易協定（RTA）の数字であるが，その中ではFTAの数が
圧倒的に多いことから FTAと呼んでいる。また，これらの
数字は，モノに関する FTAとサービスに関する FTAを別
箇にとらえたものである。多くの FTAは，モノとサービス
の両方を含んでいることから，それらを合わせて数えた場合




